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○東大阪市みんなで美しく住みよいまちをつくる条例 

平成26年３月31日東大阪市条例第２号 

改正 

平成29年12月28日条例第41号 

平成30年10月10日条例第34号 

令和５年９月15日条例第34号 

東大阪市みんなで美しく住みよいまちをつくる条例 

目次 
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第３章 まちの美化推進（第10条―第15条の４） 

第４章 まちの美化推進重点区域（第16条） 

第５章 空き地及び空き家の適正管理等（第17条―第23条） 

第６章 雑則（第24条―第28条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、東大阪市環境基本条例（平成13年東大阪市条例第８号）の本旨を達成す

るため、まちの美化推進並びに空き地及び空き家の適正管理について必要な事項を定めると

ともに、別に定めるもののほか、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127

号。以下「空家等対策法」という。）の施行について必要な事項を定めることにより、美し

く住みよいまちづくりを推進し、もって安全かつ快適な生活環境の保全、良好な都市環境の

確保及び市民の健康の保持に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 市民等 本市の区域内に住所を有し、通勤し、通学し、若しくは滞在し、又は本市の

区域を通過する者をいう。 

(２) 事業者 本市の区域内において事業活動を行う法人その他の団体又は個人をいう。 

(３) 所有者等 本市の区域内において土地又は建物（共同住宅又は長屋にあっては、各独

立部分（構造上区分された数個の部分の各部分をいう。））その他の工作物（以下「建物

等」という。）を所有し、占有し、又は管理する者をいう。 

(４) ポイ捨て 空き缶、空きびんその他の容器、たばこの吸い殻、チューインガムのかみ

かす、紙くずその他のごみを定められた場所以外の場所に捨て、又は放置することをいう。 

(５) 落書き 建物等にその所有者等の意思に反して、地域の美観を損ねる文字、図形等を

描くことをいう。 

(６) 空き地 現に人が使用していない土地、人が使用していても相当の空閑部分を有し、

人が使用していない土地と同様の状態にある土地その他適正に管理する必要があると市

長が認めた土地をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

(７) 空き家 居住その他の使用がなされていないことが常態である建物等及びその敷地

（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有
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し、又は管理するものを除く。 

（市の責務） 

第３条 市は、美しく住みよいまちづくりを推進するために必要な施策を策定し、及び実施し

なければならない。 

２ 市は、市民等、事業者及び所有者等に対し、助言、指導その他美しく住みよいまちづくり

を推進するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（市民等の責務） 

第４条 市民等は、地域の生活環境の保全に努め、自主的かつ積極的にまちの美化に取り組む

とともに、市が実施する美しく住みよいまちづくりの推進に関する施策に協力しなければな

らない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、地域の生活環境に配慮し、その事業活動を行うに当たって、自らの責任と

負担において、まちの美化に関する必要な措置を講ずるとともに、市が実施する美しく住み

よいまちづくりの推進に関する施策に協力しなければならない。 

（所有者等の責務） 

第６条 所有者等は、自己が所有し、占有し、又は管理する土地又は建物等を適正に管理し、

市が実施する美しく住みよいまちづくりの推進に関する施策に協力しなければならない。 

２ 空き地又は空き家の所有者は、自己が所有する空き地又は空き家の有効活用を心がけるよ

う努めなければならない。 

（公共の場所の管理者の責務） 

第７条 公園、広場、道路、河川その他の公共の場所（以下「公共の場所」という。）の管理

者は、その管理する公共の場所の美化に努めるとともに、清潔及び美観を保持するための必

要な措置を講じなければならない。 

第２章 施策の推進 

（啓発活動） 

第８条 市は、市民等、事業者及び所有者等に対し、美しく住みよいまちづくりの推進に関す

る事項について、広報その他の啓発活動を行うものとする。 

２ 事業者は、その従業員及び消費者に対し、美しく住みよいまちづくりの推進に関する啓発

活動を行うよう努めるものとする。 

３ 公共の場所の管理者は、その利用者に対し、美しく住みよいまちづくりの推進に関する啓

発活動を行うよう努めるものとする。 

（市民協働） 

第９条 美しく住みよいまちづくりの推進に関する施策は、市、市民等、事業者及び所有者等

が協働しつつ、実施するものとする。 

２ 市は、美しく住みよいまちづくりの推進に資する活動を行う団体に対し、当該活動を行う

ために必要な支援を行うものとする。 

第３章 まちの美化推進 

（公共の場所等でのポイ捨ての禁止等） 

第10条 何人も、公共の場所又は他人が所有し、占有し、若しくは管理する場所でポイ捨てを

してはならない。 

２ 公共の場所において、印刷物その他の物（以下「印刷物等」という。）を公衆に配布し、
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又は配布させた者は、その場所又はその場所の周辺に印刷物等が散乱したときは、当該印刷

物等を速やかに収拾しなければならない。 

（回収容器の設置及び管理） 

第11条 容器に収納した商品を自動販売機により販売する事業を行う者は、当該自動販売機の

設置されている場所又はその場所の周辺に当該自動販売機により販売した商品を収納し、又

は収納していた容器の回収容器を設置するとともに、当該回収容器を適正に管理しなければ

ならない。 

（公共の場所での喫煙による吸い殻の散乱防止） 

第12条 何人も、次の各号のいずれかに該当するときは、たばこの吸い殻の散乱を未然に防止

するため、公共の場所（屋内及びこれに準じる場所を除く。）において喫煙をしないよう努

めなければならない。 

(１) 歩行し、自転車等（道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第10号に規定

する原動機付自転車、同項第11号の２に規定する自転車並びに同法第３条に規定する大型

自動二輪車及び普通自動二輪車をいう。）に乗車し、その他移動しているとき。 

(２) 灰皿等の吸い殻入れが設置されていない場所において吸い殻入れを携帯していない

とき。 

（公共の場所での飼い犬等のふんの放置の禁止） 

第13条 公共の場所において、飼い犬等（飼育されている犬その他の愛がん動物をいう。）を

連れている者は、当該飼い犬等のふんを回収し、持ち帰らなければならない。 

（公共の場所での落書きの禁止） 

第14条 何人も、公共の場所において落書きをしてはならない。 

（不法投棄の未然防止及び適正処理） 

第15条 所有者等は、自己が所有し、占有し、又は管理する土地又は建物等について、定期的

な清掃を行う等の清潔を保持するために必要な措置を講ずるとともに、廃棄物（廃棄物の処

理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第２条第１項に規定する廃棄物をいう。

以下同じ。）が投棄されないよう適正に管理しなければならない。 

２ 所有者等は、自己が所有し、占有し、又は管理する土地又は建物等に廃棄物が投棄された

ときは、その廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。 

（是正勧告） 

第15条の２ 市長は、この章（第12条を除く。）の規定に違反した者に対し、当該違反を是正

するため必要な措置を講ずることを勧告することができる。 

（是正命令） 

第15条の３ 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由なくその勧告に従わない

ときは、その者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置を講ずることを命ずることがで

きる。 

（事実等の公表） 

第15条の４ 市長は、前条の規定による命令を受けた者が正当な理由なくその命令に従わない

ときは、その旨を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ公表されるべき者にそ

の理由を通知し、弁明及び有利な証拠の提出の機会を与えるものとする。 

第４章 まちの美化推進重点区域 
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（まちの美化推進重点区域の指定） 

第16条 市長は、まちの美化に関する施策を重点的に実施するため必要があると認める地区を、

まちの美化推進重点区域（以下「重点区域」という。）として指定することができる。 

２ 市長は、重点区域を指定したときは、その旨及びその区域を告示しなければならない。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、重点区域の指定を解除し、又はその区域を変更する

ことができる。前項の規定は、この場合について準用する。 

第５章 空き地及び空き家の適正管理等 

（空き地及び空き家の適正管理） 

第17条 空き地又は空き家の所有者等は、当該空き地又は空き家が次に掲げる状態（以下「管

理不全な状態」という。）にならないよう適正に管理しなければならない。 

(１) 空き地について樹木若しくは雑草が繁茂し、又は枯草、廃棄物若しくは人の生命、身

体若しくは財産に危害を及ぼす物質が放置された状態 

(２) 空き家について空家等対策法第２条第２項に規定する状態（次号及び第４号に該当す

るものを除く。） 

(３) 空き家について次に掲げる場所に建物等が倒壊し、又は建物等に用いられた建築材料

が飛散し、若しくははく落することにより、人の生命、身体又は財産に危害を及ぼすおそ

れがある状態 

ア 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項に規定する道路 

イ 建築基準法第42条第２項の規定により同条第１項の道路とみなされる道 

ウ 建築基準法第43条第２項第１号の規定による認定に係る道又は同項第２号の規定に

よる許可に係る空地 

(４) 必要な整備がなされていない状態で、犯罪又は災害等の発生を誘発するおそれがある

状態 

（助言又は指導及び是正勧告） 

第18条 市長は、管理不全な状態にある空き地又は空き家（空家等対策法第２条第２項に規定

する特定空家等を除く。）の所有者等に対し、当該管理不全な状態を解消するために必要な

助言又は指導をすることができる。 

２ 市長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお管理不全な状態が解消

されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、

必要な措置を講ずることを勧告することができる。 

（是正命令等） 

第19条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくその勧告に係る

措置を講じなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の

猶予期限を付けて、その勧告に係る措置を講ずることを命ずることができる。 

２ 前項の場合においては、空家等対策法第22条第４項から第８項まで、第13項及び第14項の

規定を準用する。この場合において、同条第４項中「前項」とあるのは「東大阪市みんなで

美しく住みよいまちをつくる条例（平成26年東大阪市条例第２号。以下「条例」という。）

第19条第１項」と、同条第６項及び第７項中「第３項」とあるのは「条例第19条第１項」と、

同条第13項中「第３項」とあるのは「条例第19条第１項」と、「国土交通省令・総務省令」

とあるのは「規則」と、同条第14項中「第３項」とあるのは「条例第19条第１項」と、「特

定空家等」とあるのは「管理不全な状態にある空き地又は空き家」と読み替えるものとする。 
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３ 第１項の規定による命令については、東大阪市行政手続条例（平成９年東大阪市条例第22

号）第３章（第12条及び第14条を除く。）の規定は、適用しない。 

（公示） 

第20条 空家等対策法第22条第13項（前条第２項において準用する場合を含む。）の規定によ

る公示は、次に掲げる事項について行うものとする。 

(１) 命令を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者名並びに主たる事

務所の所在地）（市長が必要と認める場合に限る。） 

(２) 管理不全な状態にある空き地又は空き家の所在地 

(３) 管理不全な状態の内容 

(４) 命令の内容 

(５) その他市長が必要と認める事項 

（空き地及び空き家の所有者等に関する情報の利用等） 

第21条 市長は、本市が行う事務又は事業において保有する情報であって、空き地又は空き家

（空家等対策法第２条第１項に規定する空家等を除く。次項において同じ。）の所有者等に

関するものについて、この条例を施行するため必要な限度において、その保有に当たって特

定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

２ 市長は、この条例を施行するため必要があるときは、関係する地方公共団体の長その他の

者に対して、空き地又は空き家の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることがで

きる。 

（緊急措置） 

第22条 市長は、空き地又は空き家が管理不全な状態にある場合であって、公衆に対する危害

の発生を防止するため緊急の必要があると認めるときは、危害の発生の防止に必要な最小限

度の措置（以下「緊急措置」という。）を講ずることができる。 

２ 市長は、緊急措置を講じようとするときは、その内容を当該空き地又は空き家の所有者等

に通知しなければならない。ただし、所有者等を知ることができないとき又は時間的余裕が

ないときは、この限りでない。 

３ 緊急措置は、当該空き地又は空き家の所有者等の費用負担において行うものとする。 

（空き地の活用） 

第23条 市長は、地域住民の福祉の向上を図るため、空き地の有効活用について、当該空き地

の所有者と協議することができる。 

２ 前項の規定による協議の結果、当該空き地を活用する場合は、市、所有者及び当該空き地

を活用しようとする者の間において、その活用について協定を締結するものとする。 

第６章 雑則 

（警察その他の関係機関との連携） 

第24条 市長は、この条例の目的を達成するため必要があると認めるときは、本市の区域を管

轄する警察その他の関係機関（以下「関係機関」という。）に必要な措置を講ずることを要

請し、関係機関との連携を図るものとする。 

（通報等） 

第25条 何人も、第３章（第12条及び第15条の２から第15条の４までを除く。）及び第17条の

規定に違反する事実があると思料するときは、市長に対し、規則で定めるところにより、そ

の事実を通報し、適切な措置を講ずるよう求めることができる。 
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（立入調査等） 

第26条 市長は、前条の規定による通報があったときその他この条例を施行するため必要があ

ると認めるときは、市民等、事業者又は所有者等に対し、必要な報告を求め、又はその職員

に、必要な場所に立ち入り、調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 市長は、前項の規定により、その職員に空き地又は空き家と認められる場所に立ち入らせ

ようとするときは、その５日前までに、当該空き地又は空き家の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限

りでない。 

３ 第１項の規定による立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

４ 第１項の規定による立入調査及び質問の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

（過料） 

第27条 第19条第１項の規定による命令に違反した者又は前条第１項の規定による立入調査

（空き地又は空き家に係るものに限る。）を拒み、妨げ、又は忌避した者は、50,000円以下

の過料に処する。 

（委任） 

第28条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成26年10月１日から施行する。 

（東大阪市空地の適正管理に関する条例の廃止） 

２ 東大阪市空地の適正管理に関する条例（昭和50年東大阪市条例第15号）は、廃止する。 

（東大阪市空地の適正管理に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

３ この条例の施行の際現に前項の規定による廃止前の東大阪市空地の適正管理に関する条

例第６条の規定によってされている勧告は第18条第２項の規定によってされたものと、同条

例第７条の規定によってされている命令は第19条第１項の規定によってされたものとみな

す。 

（東大阪市まちの美化推進に関する条例の廃止） 

４ 東大阪市まちの美化推進に関する条例（平成９年東大阪市条例第23号）は、廃止する。 

（東大阪市まちの美化推進に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

５ この条例の施行の際現に前項の規定による廃止前の東大阪市まちの美化推進に関する条

例（以下「旧美化条例」という。）第13条第１項及び第２項の規定によりされているまちの

美化推進重点区域の指定は、第16条第１項及び第２項の規定によりされた重点区域の指定と

みなす。 

６ この条例の施行の際現に旧美化条例第15条の規定によってされている勧告は第15条の２

の規定によってされたものと、旧美化条例第12条第２項又は第16条第１項の規定によってさ

れている命令は第15条の３の規定によってされたものと、旧美化条例第16条第３項の規定に

よってされている理由の通知並びに弁明及び有利な証拠の提出の機会の付与は第15条の４

第２項の規定によってされたものとみなす。 

（東大阪市廃棄物の減量推進、適正処理等に関する条例の一部改正） 
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７ 東大阪市廃棄物の減量推進、適正処理等に関する条例（平成５年東大阪市条例第３号）の

一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成29年12月28日条例第41号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正前の第20条の規定によりされている勧告は改正後の第15条

の２又は第18条第２項の規定によりされたものと、改正前の第21条の規定によりされている

命令は改正後の第15条の３又は第19条第１項の規定によりされたものとみなす。 

附 則（平成30年10月10日条例第34号） 

この条例は、公布の日又は建築基準法の一部を改正する法律（平成30年法律第67号）附則第

１条第２号に定める日のいずれか遅い日から施行する。 

附 則（令和５年９月15日条例第34号） 

この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年法律第

50号）の施行の日から施行する。 


